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第 7章　専門組織の多層化と近隣レベルの専門組織の育成

7-1．はじめに

7-1-1．本章の目的

　阪神淡路大震災を契機として、我が国においても市民活動への期待が集まるようになり、

行政や企業、住民等の多様な主体が対等な関係で公共サービスを担っていく協働やパートナー

シップが強調されるようになっている。そして、「認定 NPO 法人制度」が施行され、市民活

動に新たな展望が開けつつあるものの、現状では認定要件の厳しさもあり、未だ萌芽段階に

ある。一方で、米国においては様々な税制優遇措置が制度化されていることもあり、様々な

分野において民間セクターが活躍している。

　代表的な事例として、自然環境や住環境を乱開発等から守りながら、保全や利活用を行う

ことを目的としたランド・トラスト（以下、LT）組織がある。これまで、米国においては様々

な LT 組織が活発に活動してきた。そして、LT と言えば郊外部における自然環境の保全を目

的としたものが主流であったが、近年では都市部におけるオープンスペースの保全や利活用

に取り組む組織が生まれてきている。さらに、LT の取り組みの多くは物的環境の保全や利活

用に主眼が置かれていたが、生活に身近な近隣レベルの範域において、居住者が相互に問題

や関心を共有し、目的を持って活動を展開していくことにより、コミュニティ形成を図って

いくような取り組み（本章ではこのような、物的環境の保全や利活用にとどまらず、住民相

互の関係の構築を含む取り組みを「コミュニティデザイン」と定義する）を展開する組織も

生まれてきた。

　一方で、ハウジングコストが高騰している都市部において、低所得者層に対して住宅供給

を進めるために生まれたコミュニティ・ランド・トラスト（以下、CLT）も活発に活動を展

開してきた。CLT は、コミュニティによる民主的な土地所有形態のひとつであり、一般的に

は対象となる土地を市場での売買による地価変動リスクから切り離し、低所得者向けに住宅

が供給される 1 ）。そして、CLT においても住宅供給のみならず、住環境の質的向上やコミュ

ニティデザインに関与する組織が生まれてきている。

　LT は CLT とは異なる経緯をもって発展してきた。しかし、ともに土地の共有を活動の基
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礎とするため、内在する社会的な問題や課題が類似している。そして、都市部における取り

組みにおいて、LT 組織と CLT 組織とが相互に連携を模索する動きが見られる。このような

社会的動向は、現代社会において生活の質を求める都市住民の新たなニーズによるものと考

えられるが、人口縮減社会を迎え、コミュニティ再生が叫ばれる我が国における地域の環境

管理の取り組みにおいても参考になる点が多い。特に、近隣レベルでの地域社会を考えるう

えでは、小公園や子供の遊び場といった、小さな単位での生活環境施設は重要な手掛かりに

なる。

　本章では、米国における LT 組織の近年の動向を整理するとともに、このような組織が既成

市街地におけるコミュニティデザインへとその領域を拡げるとともに、組織を多層化するこ

とによって近隣レベルでの組織の育成に取り組んでいる実態や、その手法を明らかにするこ

とを目的とする。

7-1-2．本章の対象領域

　本章では、米国における民間非営利組織の活動を通して広域的に活動を行う専門組織が近

隣レベルの専門組織を育成するとともに、その連携によってコミュニティデザインを行って

いく方法に着目している。米国においては民間非営利組織に対する税制優遇措置が整備され

ているため、多くの民間非営利組織が寄附を集めることで活動の財源にしている。このように、

専門組織の多層化によって広域的専門組織が寄附の受け皿となるとともに一定の空間的範域

を持った近隣レベルにおいて新しい公共を生み出している事例としても位置づけられる。

7-1-3．本章の構成

　はじめに、米国における主な LT 組織や CLT 組織の歴史的経緯や組織の特徴などについて

整理する。次に、LT 組織の中でも都市部におけるオープンスペースの保全や利活用、さら

にはコミュニティデザインに係わる取り組みを展開している Trust for Public Land（以下、

TPL）の取り組みに焦点をあて、TPL の近年の新たな取り組みについて報告する。そして、

TPL と CLT 組織との連携に向けた動きについて、カリフォルニア州において活動を行う伝統

的な CLT 組織である Northern California Land Trust（以下、NCLT）との係わりを事例と

して報告する。最後に、LT 組織と CLT 組織とが相互に連携を図っていくことで、コミュニティ

デザインを展開していく意義や可能性について考察する。
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7-2．米国におけるトラスト組織の歴史的経緯

　本項では、米国における主な LT 組織や CLT 組織の歴史的経緯や組織の特徴などについて

整理する。なお、本項の既述は文献資料 2 ）をもとに筆者が再整理したものである。

7-2-1．自然環境の保全を目的としたランド・トラスト組織

　LT の歴史は 1891 年にさかのぼり、Charles Elliot によって米国で最初の LT 組織、

Trustee of Reservations（以下、TOR）が設立された。エリオットは米国ランドスケープ業

界における著名な人物であり、保全すべき風景があると考えた。

　第二次世界大戦後の 1951 年に The Nature Conservancy（以下、TNC）が生態学者の団

体によって設立された。TNC はその取り組みにおいて科学的アプローチを取り、TOR のよう

に風景を守るという方向性ではなく、動植物や生態系を守るという方向性であった。

　自然環境の保全が主流であった LT のモデルに新しい風を送り込んだのが 1972 年に設

立された TPL である。創設者は Huey Johnson であり、TNC の上層幹部であった。Huey 

Johnson は当時 TNC の行なっていた活動に関心を持っていたが、自然環境の保全にとどま

らず、人と街と自然の共存に興味を示し、1）人のニーズを満たすオープンスペースを取得し

て保存する、2）TPL として自立した土地保存組織を運営する、3）公共の利益のための土地

に関する専門家という新しい職種を創出する、4）土地保存とそのために必要な資金調達につ

いての新しい手法の先導者になる、という 4 つを目標として掲げた。当時、米国における LT

組織の多くが植物や動物、鳥の生息地を保全対象としていたのに対し、市民のための遊び場、

リクリエーションの場、休息の場の保全を活動の主軸としている点が大きな特徴となってい

る。さらに、TPL の土地保存プログラムには、都市部におけるオープンスペースの保存や利

活用が含まれており、このようなプロジェクトを重視している LT 組織は現在の所ほとんど見

られない。

　1960 年代になると LT は大きなムーブメントとなり、より生活に身近な自然や住環境の保

全を求める意識の高まりから数多くのローカルな LT 組織が設立された。その後も LT 組織の

設立の勢いは衰えず、米国における州と地方自治体を合わせた LT 組織の数は、2000 年か

ら 2005 年の 5 年間に 32% も増加している 3 ）。ローカルな LT 組織では活動を行っていくう

えで様々な支援を必要とすることが多く、全米での LT 組織のネットワーク組織となる Land 

Trust Alliance（以下、LTA）が 1982 年に設立された。
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7-2-2．低所得者層に対して住宅供給を進めるために生まれたコミュニティ・ランド・

　　　  トラスト組織

　CLT の歴史は比較的浅く、およそ 30 年前に Institute of Community Economics によって、

地価とハウジングコストが上昇し続ける都市部において、低所得者層に対して住宅供給を進

めるために編み出された。現在では全米で 5 千程度の CLT 組織が存在するといわれている。

　自然環境の保全を目的とした LT は主として郊外部において広大な土地を保存してきたが、

土地を利活用せずに閉じこめてしまう傾向があるのに対して、CLT は都市部の土地を数多く

扱い、土地の利活用に重点を置いてきた 4 ）。また、CLT ではコミュニティのメンバーによる

土地の所有や意志決定への参加などが大きな特徴として挙げられる 5 ）。

　CLT 組織には比較的小規模な組織が多く、全米での CLT 組織のネットワーク組織となる

National CLT Network（以下、NCLTN）が 2006 年に設立された。

Trustee of Reservations風景の保全 1891 年

1951 年

1972 年

1982 年

2006 年

1960 年代〜

1960 年代〜

動植物・生態系

の保全
The Nature Conservancy

市民のための

オープンスペース
Trust for Public Land

低所得者層に対して

住宅を供給

National CLT Network

CLT（ローカル）

CLT（ローカル）

CLT（ローカル）

生活に身近な自然

や住環境の保全

ローカル・LT

ローカル・LT

ローカル・LT

Land Trust Alliance

LT 組織

CLT 組織

図 7-1　主なトラスト組織の歴史的経緯
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7-2-3．小結

　米国における主な LT 組織や CLT 組織の歴史的経緯を図 7-1 に整理した。LT は風景の保全

という思想から生まれ、動植物や生態系の保全へと展開し、より生活に身近な自然や住環境

の保全へと発展している。一方、CLT は低所得者層に対して住宅供給を進めることを目的と

して生まれ、LT とは異なる流れを持って展開してきた。そして、数多くの LT 組織や CLT 組

織が設立されてきているが、LTA や NCLTN の設立によって組織の相互のコミュニケーショ

ンが図られるようになり、各組織の経験や知識を共有していくことが可能になったと言える。

7-3．Trust for Public Land の新たな取り組み

　本項では、近年の TPL の取り組みについて、ヒアリング調査 6 ）の結果をもとに、特にニュー

ヨーク市のコミュニティ・ガーデン（以下、CG）の取り組みを中心に報告する。CG は住宅

地における近隣コミュニティのためのガーデンであり、個々に独特な空間設計がなされ、個

性豊かな空間を創出している。なお、文献資料を引用した部分については注釈に記した。

7-3-1．Trust for Public Land を取り巻く環境の変化

　TPL の事業範囲は全米に及んでおり、事業対象も近隣の公園の土地保存から原野や野生動

物の生息地まで幅広い 7 ）。そして、TPL のプロジェクトの基本モデルは公共機関が直接介入

しにくいような土地を取りまとめて民間から買収し、それを連邦や州に、市場価格以下での

適正な価格で売却することで当該機関の財政負担を軽減することである。TPL は、土地所有

者に土地を市場価格以下で売却してもらい、公共機関が必要とする予算を用意できた際に、

公正な市場価格か、それ以下での適正な価格で売却する。一方で、土地所有者は税制上の優

遇措置を得ることができるという仕組みである 8 ）。多くの場合、土地所有者は保全をとても

気にかけており、市場価格との差の一部を負担してでも土地を売却してくれることも忘れて

はならない。

　1980 年代以降、それまで TPL が大きく依存していた連邦政府の土地買収資金が大々的に

カットされるようになると、プロジェクトにおいても大きな転換が必要になった。 まず、TPL

の資金の約 8 割が企業や連邦政府、土地所有者の財団法人など個人以外であったが、個人か

らの寄付をベースとする体制構築へと転換をはかった。さらに、連邦政府の土地買収資金が
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カットされる一方で、都市郊外部での広大な自然環境の保全や、生物の生息地の保護などの

目的のためには多額の政府助成金を受けることが可能であったため、都市部以外の場所での

土地取引の割合を増やしてきた。現在、TPL の収益の大半は広大な自然のある土地で実施さ

れるものとなっている。

　一方で、都市部において市民のためのオープンスペースを確保することは TPL の約束でも

あり、人々が暮らす場所に近いところで実現することが TPL にとっては重要であった。その

ため、現在でもこのような土地取引を継続的に行っている。近年では、企業がコミュニティ

との交流やコミュニティへの立ち返りといったことから成果を得ることに大きな関心を抱く

ようになってきており、企業による慈善事業の協力という形で大きな成果を挙げている。し

かし、このようなプロジェクトでは事業に投資するための資金調達となるために収益が発生

せず、単独では投資の採算が取れていないのが実状である（写真 7-1、写真 7-2）。

写真 7-2　TPL が関わったオープンスペース（２）

写真 7-1　TPL が関わったオープンスペース（１）
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7-3-2．コミュニティ・ガーデンの取り組み

1）コミュニティ・ガーデンの概要

　CG の多くは市が所有する土地を借り受け、地元住民と地区連合会やコミュニティボード

によって運営されている 9 ）。そして、メンバーに対する様々な教育、レクリエーションプロ

グラム等が用意されている他、イベントや集会の場としてコミュニティ形成に寄与している。

TPL ではこのようなコミュニティデザインに関わる取り組みを最重要ポイントだとしており、

人々が戸外に出て顔見知りとなり、お互いに心地よく知り合えるコミュニティをつくる、そ

ういった場としてのオープンスペースの保全を重視している。

　TPL がニューヨーク市において CG を取得する契機となったのは 90 年代後半に起こった

CG の売却問題であった。当時のジュリアーニ市長は市内の CG を競売にかけようとした。こ

の時に、TPL は 310 万ドルを拠出し、63 の CG を購入した。この額は市場価格より安い価

格である。市は民間に売却すればより多額の利益を得ることができたはずだが、積極的な働

きかけにより、競売の前日に土地保全を条件として優先的に入手することに成功した。競売

当日は 800 以上の物件が競売に掛けられたが、CG は全て除外された。現在、ニューヨーク

市にはおよそ 500 の CG が存在するが、約 400 は市が所有しており、残りを民間非営利組織

が所有している 10）（写真 7-3）。

2）コミュニティ・ガーデンの運営

　TPL が入手した CG は、3 つのローカルなランド・トラスト組織（The Manhattan Land 

Trust、The Bronx Land Trust、The Brooklyn & Queens Land Trust/ 以下、ローカル LT）

写真 7-3　TPL が関わったコミュニティ・ガーデン
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に管理を移管してきた。これらのローカル LT は 2004 年に設立され、近隣コミュニティや

ガーデナーによって組織されている。メンバーはそれぞれの管理下にある CG であり、それ

らの CG が各 1票の投票権を持つ。設立の際には TPL が支援を行い、資金集めから定款の作成、

理事会の開催、法的手続きなど、多くの手続に関して指導を行った。そして、設立後も人材

の発掘、会議の招集、計画の立案等、様々な分野で TPL が運営支援を続けている。

　TPL はこれらのローカル LT に対し、その土地の利用、管理、運営等についてのルールを

決めている。その内容は、清掃、違法行為の禁止、差別の禁止、飲酒の禁止といった事項に

も及んでいる。また、ローカル LT では CG に対して、ニューヨーク市が行う Green Thumb

プログラム 11）のワークショップへの参加を義務付けるなど、適正かつ有益な取り組みが行わ

れるように配慮されている。

　3 つのローカル LT は共通の経理士、資金調達担当、コミュニティ・オーガナイザーを雇い、

人材を共有している。コミュニティ・オーガナイザーは、CG を有効に利用できるように、地

域の人々を組織し、利用させる役割を担っている。ローカル LT に属する CG は、様々な面で

相互に協力し、その利用価値を高めている。人材育成や、人材確保面でも協力しており、相

互に清掃を行ったり、植栽の指導に行ったりして、地域全体として CG の利用価値が高まる

よう努力しているところもある。

　TPL では所有する 64 の CG うち、16 の CG の所有権をローカル LT に移管する予定である。

そのため、現在ローカル LT のスタッフに対して、土地の管理運営、活用、計画等についての

トレーニングを行っている（写真 7-4）。

写真 7-4　Manhattan Land Trust の標識
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7-3-3．小結

　TPL による CG のマネジメントの仕組みを図 7-2 に整理した。TPL 自体は全国的に事業を

展開する組織であり、近隣コミュニティではない。しかし、ローカル LT への所有権の移管に

よって、近隣コミュニティが土地を保有し、マネジメントしていく仕組みがつくられつつある。

1999 年に競売に掛けられようとしていた CG は、TPL の取り組みによって、近隣コミュニティ

による自律的なマネジメントの仕組みを育ててきたと言える。

　ローカルな近隣コミュニティが土地を保有する場合、信用や資金のマネジメント能力が課

題となるが、TPL などの大規模な組織が、近隣コミュニティが個人や企業、財団等から資金

援助を受けるための受け皿となることでその問題が解消される。また、これまで近隣レベル

の環境資源は LT の手法等を用いて財政援助を得ることが難しく、保全や利活用を図ることが

困難であったが、TPL などの大規模な組織がこのような近隣レベルの環境資源の価値を見出

し、保全や利活用を図っていくことも期待される。

土地所有者
（ニューヨーク市等）

個人、企業、財団等

設立・運営を支援

T P L

Land Trust

地元コミュニティ
ガーデナー

地元コミュニティ
ガーデナー

The Manhattan Land Trust

14 の CG をマネジメント

The Bronx Land Trust

16 の CG をマネジメント

The Brooklyn ＆ Queens

Land Trust

34 の CG をマネジメント

人材の共有

相互支援

土地保全を条件

に安価で売却

資金提供

（寄附）

図 7-2　コミュニティ・ガーデンのマネジメントの仕組み
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7-4．CLT 組織との連携に向けた動き

　本項では、NCLT の概要、および TPL と NCLT との連携に向けた動きについて、ヒアリン

グ調査 12）をもとに報告する。なお、文献資料を引用した部分については注釈に記した。

7-4-1．Northern California Land Trust によるプロジェクトの基本モデル

　NCLT は 1973 年に設立された伝統的な CLT 組織であり、サンフランシスコ周辺のベイエ

リアを中心としてカリフォルニア州全域を範囲として活動している。当初は貧困層への住宅

供給及び職業訓練などから活動を開始し、やがて近隣コミュニティと協働して、コンバージョ

ンなどによる低所得者向け住宅供給などのプロジェクトを進めている。

　NCLT では、地権者から市場価格以下で土地を取得したうえで住宅を建設し、低所得者を

対象に低コストで販売、賃貸している。住宅を販売する際には、NCLT は土地の所有権を保

持し続け、相続可能な土地貸借権を販売する。通常は都市部において、1 戸～ 15 戸くらいの

小さなプロジェクトに軸足を置いている。この際に土地所有者の立場から入居者には転居時

の転売価格の制限を課すことにより、転出する際の住宅販売価格の高騰を NCLT が所得増加

率程度に抑制し、引き続き低所得者への住宅供給を可能としている。こうした手法で低所得

者を対象とした住宅政策を継続的にすすめている。

　NCLT は民間非営利組織であるという点から開発上の制限免除が受けられるなど、一般の

開発業者よりも自由度の高い開発行為が可能 13）となっている。このため、住宅開発を終えた

後、住宅が転売される際に発生する転売手数料も一般企業の半分程度（3%）に設定してある

にもかかわらず積極的な転売が行われている。そのため、1 件当たりの転売手数料が低くと

も積極的な転売が行われることで収益が上げられ、他の事業運営資金の大半をここから捻出

することが可能となっている。このことから、非営利組織による開発に対する自由度が確保

されていることが公共性のある開発行為の経済的持続性の獲得へと繋がっていると言える。

　新規入居者に対しては資産管理や法制度などの理解をした上で入居をさせるために、

Homebuyer's Education Seminar14）の参加が義務づけられている 15）。

　現在 NCLT の運営予算の約 4 割が開発による収益、約 3 割が賃貸プロジェクトであり、土

地を活用することにより収益をあげている。その他、コンサルティング業務や寄附金や助成

金などによりまかなわれている。寄附金や助成金については政府関係機関から個人的な寄附

まで広範に集められている（写真 7-5、写真 7-6）。

　以上、NCLT によるプロジェクトの基本モデルを図 7-3 に整理した。
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入居者

ＮＣＬＴ

土地を所有
土地を継続的に所有

新規入居者
住宅の転売

住宅の

販売 /賃貸

転
売
価
格
を
制
限

土地所有者

安価に土地を販売 /譲渡

NPO 等への寄付行為に対する税制優遇
政府

図 7-3　NCLT によるプロジェクトの基本モデル

写真 7-6　NCLT が関わった低所得者向けの住宅（２）

写真 7-5　NCLT が関わった低所得者向けの住宅（１）
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7-4-2．Northern California Land Trust による近隣コミュニティに係わる取り組み

　近年になって NCLT では近隣コミュニティに係わる案件に数多く係わるようになってきて

いる。具体的な取り組みとして、古い住宅群を買い取って複合住宅ユニットに改装したうえ

で、そこから得た収益を近隣の CG グループと協力して CG 造成用の土地取得助成金に回す

といった活動を行っている。また、現在、ウェストオークランド工場地帯に於いて旧製麺工

場のコンバージョンプロジェクト（OAKLAND NOODLE FACTORY）を進めている。これは

地域住民との協議により荒廃した製麺工場を NCLT が購入し、芸術家やビジネスマンのアト

リエ、SOHO として開発するプロジェクトである。この開発プロジェクトも住宅供給の場合

と同様に NCLT のプロジェクトの基本的なモデルに沿って行われ、NCLT が事業主体となり、

地域住民との協議の上で土地建物を取得し、低所得者も許容しながら芸術家やビジネスマン

への拠点貸与をおこなうことで地域の芸術文化拠点とし、地域全体の質的向上を目指してい

る。 この施設には 11 のアトリエやスタジオ、イベントスペースなどがもうけられ、地域の拠

点施設として 2008 年の春に完成する予定である 16）（写真 7-7、写真 7-8）。

　また、NCLT では近隣コミュニティが CLT を形成するためのコンサルティングや居住者の

職業訓練など総合的なコミュニティ支援事業を進めている。

7-4-3．Trust for Public Land と Northern California Land Trust の連携に向けた動き

　郊外部における CLT では広大な土地を持っていることが多いため、LT 組織との連携によっ

て土地の保存や利活用を成功させている事例も見られるが 17）、これまで都市部においてはこ

のような連携はあまり見られなかった。しかし近年、TPL と NCLT は、都市部においてオー

プンスペースを確保する取り組みなどにおいて非公式に協議を重ねており、TPL の市民のた

めのオープンスペースをつくるプロジェクトと NCLT のハウジングプロジェクトとが一体と

なった新しいタイプのプロジェクトの構想が生まれつつある。NCLT では、自然環境の保全

を目的とした LT 組織とパートナーシップを組むことに高い関心を示しており、今後はさらに

強いつながりを築いていくことを考えている。
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7-4-4．小結

　NCLT では近年、単なる住宅供給を目的としたプロジェクトを超えて、近隣コミュニティ

に係わる取り組みを数多く展開するようになってきている。このような動きと連動して TPL

と NCLT の連携に向けた動きが見られ、今後さらに活発化することが予想される。このよう

な動きは未だ萌芽段階であるが、両者とも土地の共有を活動の基礎とするため、内在する社

会的な問題や課題が類似しており、両者が相互に連携を図っていくことで、より多くの企業

や個人に支持されるような社会的意義のある取り組みが展開されていくことが期待される（図

7-4）。

写真 7-8　OAKLAND NOODLE FACTORY の竣工イメージ

写真 7-7　工事中のOAKLAND NOODLE FACTORY
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7-5．LT 組織と CLT 組織の連携の意義

　本章では TPL の活動を軸に、コミュニティデザインに係わる新たな取り組みや CLT 組織と

の連携に向けた動きについて報告してきた。これまで植物や動物、鳥の生息地を主な保全対

象としてきた LT の流れの中から、都市部における市民のためのオープンスペースの保存や利

活用、さらにはコミュニティデザインに係わる取り組みを展開する組織が生まれている。そ

して、これまでは別の流れを持って活動してきた CLT 組織との連携の動きが見られ、さらな

る発展が期待される。

　LT 組織と CLT 組織とが連携を図っていくことの意義については下記の 5 点が挙げられる

と考える。

1）ハウジングとオープンスペースという両方の視点から土地の共有を基礎としたコミュニ

ティデザインの取り組みにアプローチしていくことができる。

2）ハウジングとオープンスペースという両方の視点から土地の保存や利活用において持続性

を求める動きをつないでいくことができる。

3）LT 組織にとって、都市部におけるオープンスペースを保全するプロジェクトにおいて、

収益源を確保できる新しいモデルを構築していく可能性がある。

4）CLT 組織にとって、比較的規模の大きな LT 組織の資金力や全国的なネットワークは新た

LTの基本モデル CLTの基本モデル

一体的に土地を取得

コミュニティの強化

共有地

共有地

共有地

共有地

LT組織とCLT組織の連携

図 7-4　LT 組織と CLT 組織との連携
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な事業展開の足がかりとなる可能性がある。

5）土地を根拠とする民間非営利組織の新たなネットワークの構築につながる可能性がある。

7-6．まとめ

　土地を個人ではなく民間非営利組織が民主的に保有することによって、特定の個人が保有

する場合とは異なり民主的な手続きによって意志決定がなされるため、個々人の事情にとら

われない公共的な視点にたった、コミュニティによる戦略的な土地利用やコミュニティデザ

インが可能になる。さらに、土地を一定のコミュニティが共有することにより、コミュニティ

の価値観に基づいた土地利用の実現を図ることができる。

　本章では、米国におけるランド・トラスト組織によるオープンスペースを創出していくた

めのコミュニティ・ガーデンの取り組みにおいて、近隣レベルの組織を設立し、土地の所有

権を移管するという新しいマネジメントの仕組みがつくられていることを述べた。また、コ

ミュニティ・ランド・トラスト組織との連携によって、ハウジングとオープンスペースの両

方の視点から、近隣レベルでのコミュニティデザインにアプローチしていることを明らかに

した。米国においては自然環境の保全や利活用、住環境の向上、さらにはコミュニティデザ

インに至るまで、民間非営利組織が主体的にその役割を担っている。このような活動を支え

る様々な仕組みや制度が整っており、社会貢献に対する市民意識も高い。そのため、信用や

資金のマネジメント能力があれば財源を確保することも可能であり、多層化された専門組織

における寄附による財源の確保が近隣レベルで新たな公共性を創出している。そして、LT 組

織や CLT 組織の近年の動向は、現代社会において、生活の質を求める都市住民の新たなニー

ズによるものと捉えることができるが、このような取り組みを通して、都市部におけるコミュ

ニティレベルでの戦略的な土地利用やコミュニティデザインの新たな地平が築かれて行くこ

とが期待される。

　我が国においては多額の資金の調達や、税制をはじめとする支援制度、土地のマネジメン

トを行うための専門的知識の不足等が課題となり、こうした仕組みの実現には多くの困難が

予想されるが、縮減社会の到来という大きな時代の転換期にあって、地道にその可能性を模

索していくことが必要であろう。
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注釈
 1 ）シューマッハ協会によれば、CLT とは「土地を共有し、生態学的に健全で、持続可能であることを原

則とした憲章に従い、その土地を管理・使用する。中核となる原則として、共有される土地につくら

れた家、納屋、垣根、庭、その他のものは、それらを造った個人の所有物となるが、土地そのものは

限りある資源としてコミュニティ全体が共有する。コミュニティ・ランド・トラストでは土地は投機

対象とならず、メンバーシップにもとづいた民間非営利組織の中に組み入れられる」としている。

 2 ）特記ない限り、LTの歴史的経緯については参考文献 1、CLT の歴史的経緯については参考文献 2に

基づいている。

 3 ）参考文献 3

 4 ）NCLT へのヒアリング調査による。注釈 12 ）参照。

 5 ）NCLT へのヒアリング調査による。注釈 12 ）参照。

 6 ）LT 組織である Trust for Public Land に対して、2006 年 10 月にニューヨーク市の TPL NYC にて、

2007 年 10 月にサンフランシスコ市の本部にてヒアリング調査を行った。ヒアリング対象者の氏名、

所属・役職、ヒアリング日時は下記のとおりである。

  　・Joanne Morse、The Trust for Public Land NYC・NYC、Program Manager、2006.10.23

  　・Matthew Shaffer、The Trust for Public Land・Regional、Marketing Manager、2007.10.26

  　・Nicole A. Lampe、The Trust for Public Land・Regional、Public Affaires Manager、2007.10.26

 7 ）参考文献 4参照。

 8 ）参考文献 1参照。

 9 ）参考文献 5参照。

10）TPL と同様の民間非営利組織である New York Restoration Project（NYRP）が 51のコミュニティガー

デンを保有している。

11）Green Thumb（庭の手入れや植物の扱いに慣れた人）を育てるためのプログラム。

12）CLT組織であるNorthern California Land Trustについては、2008年10月にヒアリング調査を行った。

ヒアリング対象者の氏名、所属・役職、ヒアリング日時は下記のとおりである。

 　 ・Ian Winters、Northern California Land Trust、Executive Director、2007.10.29

13）米国では低所得者向け住宅供給モデル（Limited Equity Condominium Model）に対して、建物の改

造制限が免除されており、賃貸アパートを分譲型コンドミニアムへと改造することが許可されている。

14）具体的な教育プログラムはNCLT が連携している複数の組織が行っており、プログラムへの参加およ

び修了証明書の提出により履修を確認している。

15）参考文献 6

16）参考文献 7

17）参考文献 8
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